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令和７年度６月追加補正予算　事業別一覧

会計  ０１  一般会計 （単位：千円）

款 項 目 大 中 小 事業名 予算額 所属 ページ

02 01 01 01 01 43 定額減税補足給付金給付事業 112,760 税務課 5
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 補正予算の説明

１ 事業名

２ 概要

３ 補正予算の必要性

４ 主な執行予定経費

５ その他(概要図等)

※補正前０人＋今回750人

　・７月下旬・・・給付開始

 ・事業専従者(青色・白色)　660人

112,760 千円 0

市債 使用料・手数料

千円千円 0 千円 0 千円 0

確認書等郵送料、支給可否決定通知郵送料等 1,253千円 拡充

(２) 対象者数(見込み)

　　 2,700人

   ＝補正後750人

(３) 給付予定額

　・７月上旬・・・対象者通知発送

　　 750人

(３) 給付予定額

   ＝補正後30,000千円

令和６年度に実施した所得税・個人住民税の定額減税(所得税分３万円・個人住民税所得割分１万

円)の調整給付において給付した額と令和６年分所得税等が確定したことにより改めて算定した給付額

との間に不足額が生じた方や定額減税制度の対象になっていなかった方に対して給付を行います。

令和６年分所得税額が確定し、対象者を抽出したところ、当初見込みを上回り、予算額が不足するた

め、追加で補正予算を計上する必要があります。

区　分 内　容 事業費 備　考

通信運搬費

　＜給付対象となりうる例＞

 ・令和５年所得に比べ、令和６年所得が減少した者　1,800人

拡充

交付金 定額減税補足給付金 111,000千円 拡充

 ・出生等、扶養親族等が令和６年中に増加した者　300人

 ・令和５年所得がなく、就職等で令和６年所得がある者　600人

【Ⅰ型】

※補正前3,000人＋今回2,700人＝補正後5,700人

補 正 予 算 事 業 説 明 書

小　事　業　名 定額減税補足給付金給付事業

施策の体系
評価外

評価外

補正前予算額 今回補正額 補正後額

款 02 総務費 項 01 総務管理費 目 01 一般管理費

【拡充】

(１) 対象者

 ・合計所得金額48万円超の者　90人

補正額
の財源
内訳

国庫支出金 県支出金

0

増加率

千円

千円 0

109.9 ％

その他 一般財源

102,593 千円 112,760

(１) 対象者

【Ⅱ型】

千円 215,353

分担金・負担金

千円

　　 81,000千円

(２) 対象者数(見込み)

　定額減税補足給付金給付事業

　＜給付スケジュール＞

　・広報みよし(７月１日号)及び市ホームページ掲載

※補正前90,000千円＋今回81,000千円＝補正後171,000千円 ※補正前０千円＋今回30,000千円

　　 30,000千円

手数料 振込手数料 385千円
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定額減税補足給付金給付事業におけるSDGｓの取組

作成課 【市民経済部　税務課】 事務事業番号 010143

【Ⅱ型の例】

【Ⅰ型の例】
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